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研究成果の概要（和文）：2019年度、2020年度において病院BCPに関する歴史的地理的レビュー論文をTJEM誌に
投稿し掲載された。国内外で策定される病院BCPの想定ハザードには地域特有の災害事象が想定されており地域
差があること、歴史的推移において近年、水害、感染症をハザードとして位置づける病院BCPが多くなってきた
ことが判明した。2021年度は、豪雨水害に対する病院BCPにGIS的視点を加味して分析し病院事業継続に資する対
応策に関して研究を進めた。国内災害拠点病院761病院中221病院（29.0%）、また非災害拠点病院7382病院中
2044病院（27.7%）が洪水浸水想定区域内に立地していた。

研究成果の概要（英文）：A historical and geographical review paper on hospital BCP was submitted and
 published in TJEM in 2019 and 2020. Assumed hazards of hospital BCPs formulated in Japan and 
overseas are assumed to be regional disaster events, and there are regional differences. In recent 
years, the number of hospital BCPs that position floods and infectious diseases as hazards has 
increased. In FY2021, we analyzed the hospital BCP against heavy rain and flood damage from a GIS 
perspective and proceeded with research on countermeasures that contribute to the continuation of 
the hospital business. 221 out of 761 domestic disaster base hospitals (29.0%) and 2044 out of 7382 
non-disaster base hospitals (27.7%) were located in the flood inundation area.

研究分野：災害医学

キーワード： 事業継続マネジメント　BCM　事業継続計画　BCP　病院　水害
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
文献的レビューから近年、水害、感染症をハザードとして位置づける病院が多くなった。GIS的視点からの分析
では国内の災害拠点病院、非災害拠点病院とも約3割が洪水浸水想定区域内に立地することが判明し、近年頻
発・激甚化する豪雨災害に対して日本の医療機関が脆弱であることが浮き彫りになった。非災害拠点病院のBCP
策定も低調に止まっていることから、研究代表者の取り組む令和４年度文科科研「病院BCMに資する訓練支
援」、令和3年度厚労科研「浸水被害も含めた病院BCPのあり方」研究において引き続き全国病院のBCP策定、BCM
支援に努め、ガイドライン策定などをつうじて医療体制強靱化を図る必要がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
東日本大震災や熊本地震を受け、病院は事業継続計画(BCP)を策定し、災害時でも業務を中断
することなく、病院として機能し続けることを求められるようになった。大規模災害発生時に地
域災害医療の「核」となる災害拠点病院では、平成 29年 3月 31日厚労省医政局長通知によっ
て、平成 30 年度末までの BCP 策定及び訓練の実施が指定要件として義務づけられた。現在、
各災害拠点病院では厚労省の示す「病院における BCPの考え方に基づいた病院災害対応計画作
成の手引き」に沿って、BCP策定が急ピッチで進められている。申請者は平成 28年度厚労科研
「地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した BCP及び病院避難計画策定に
関する研究」研究班に研究協力者として参画し、災害拠点病院向けの BCP雛型案策定に携わっ
た。しかし、療養型・精神病院などを含む非災害拠点病院向けの BCP策定を支援する手引き等
は未だ策定されておらず、かつ、現実問題として非災害拠点病院の BCP策定も低調にとどまっ
ている。東日本大震災時の医療機関における「防ぎえた災害死」の調査論文（Yamanouchi, Sasaki, 
et al. Prehosp Disaster Med. 2017）において、申請者らは災害拠点病院よりも非災害拠点病
院において「防ぎえた災害死」が多く発生し、非災害拠点病院では病院建物の耐震化や医薬品・
食料の備蓄など、災害への備えが脆弱であることを明らかにした。また、平成 28年熊本地震（申
請者も日本 DMAT（災害派遣医療チーム）として出動）では、11 病院で入院患者を他病院へ転院
させる病院避難を強いられたが、そのいずれもが非災害拠点病院だった。そして、平成 30 年 6
月の厚生労働統計では日本国内の全病院数 8378 に対し災害拠点病院数は 733、つまり日本国内
の病院の９割超は非災害拠点病院である。 
 
２．研究の目的 
本研究における学術的「問い」とは、災害拠点病院のみならず、非災害拠点病院においても BCP
策定を促進し、さらに策定した BCP を維持管理し、災害時でも医療機能を継続できる病院を増や
すためにはいかにすべきか、という点にある。本研究では、非災害拠点病院も含めた全病院で使
用可能な WEB 版病院事業継続管理(BCM)診断・支援ツールの新規開発を目指す。そのために、病
院 BCP として策定すべき基本要素を横断的調査によって抽出し、策定した BCP を維持・管理して
いく BCM 活動に必要な訓練、課題解決方法、組織体制などを加えた WEB 版 BCM 診断・支援ツール
を開発し公開する。それによって各病院は災害時の事業継続における脆弱点の洗い出し、対策に
容易に着手できるようになる。災害時にも機能を維持できる病院が増加すれば、災害に強い地域
医療体制の構築につながる。 
 
３．研究の方法 
本研究では日本全国の病院 BCP 策定状況と問題点を横断的に調査し、病院機能・病院種別に病
院 BCP 策定、BCM 活動として必要不可欠となる BCP 基本構成要素を抽出する。構成要素を平成 28
年熊本地震、平成 30 年西日本豪雨被災地域病院のヒアリング調査にてブラッシュアップする。
各病院が自院の事業継続力を容易に診断できる WEB 版ツールを開発し公開、各病院の BCP 策定・
BCM 活動促進を図る。BCP 策定・BCM 活動状況を再度調査し、結果を論文化する。 
 
４．研究成果 
(1) 令和元年度、2年度において、BCP に関する歴史的地理的レビュー論文「Scoping Review of 
Hospital Business Continuity Plans to Validate the Improvement after the 2011 Great 
East Japan Earthquake and Tsunami」を The Tohoku Journal of Experimental Medicine に投
稿し掲載された。文献的レビューから、国内外で策定される病院 BCP の想定ハザードには地域特
有の災害事象が想定されており地域差があることが判明、また歴史的推移においても近年にな
り水害、感染症をハザードとして位置づける病院 BCP が多くなってきたことが判明した。（図 1、
表 1,2） 
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図 1 病院 BCP 論文数の変化 

表 1 病院 BCP 論文の主題（地域及び災害の種類） 



 
 
(2) 令和３年度は、豪雨水害に対する病院 BCP に GIS 的視点を加味して分析し病院事業継続に
資する対応策に関して研究を進めた。国内の災害拠点病院 761 病院中 221 病院（29.0%）が洪水
浸水想定区域内に立地し、また非災害拠点病院においては 7382 病院中 2044 病院（27.7%）が洪
水浸水想定区域内に立地していた（図２）。また都道府県毎に浸水想定区域内にある災害拠点病
院数を示した（表 3）。国交省データには二級河川及び内水氾濫の浸水域が加味されておらず浸
水リスクを抱える病院数はさらに多くなると考えられた。令和 2 年度の BCP に関する歴史的地
理的レビュー論文（前記）から、国内外で策定される病院 BCP の想定ハザードには地域特有の災
害事象が想定されており地域差があることも判明し、災害拠点病院・非災害拠点病院問わず、改
めて各病院が自院を取り囲むハザードに関して再評価する必要が明らかとなった。 

表 2 病院 BCP 論文の主題（地域及び病院機能の要素） 

図 2 洪水浸水想定区域にある病院数（暫定） 

表 3 都道府県別 浸水想定区域にある災害拠点病院数病院数 

番号 都道府県
災害拠点

病院数

浸水想定区域にある

災害拠点病院数
% 番号 都道府県

災害拠点

病院数

浸水想定区域にある

災害拠点病院数
%

1 北海道 34 6 17.6 25 滋賀県 10 5 50.0

2 青森県 10 1 10.0 26 京都府 13 7 53.8

3 岩手県 11 2 18.2 27 大阪府 19 7 36.8

4 宮城県 16 7 43.8 28 兵庫県 18 7 38.9

5 秋田県 13 2 15.4 29 奈良県 7 2 28.6

6 山形県 7 2 28.6 30 和歌山県 10 3 30.0

7 福島県 8 0 0.0 31 鳥取県 4 4 100.0

8 茨城県 18 4 22.2 32 島根県 10 5 50.0

9 栃木県 11 3 27.3 33 岡山県 11 7 63.6

10 群馬県 18 2 11.1 34 広島県 19 7 36.8

11 埼玉県 23 11 47.8 35 山口県 15 1 6.7

12 千葉県 26 4 15.4 36 徳島県 11 6 54.5

13 東京都 85 18 21.2 37 香川県 10 2 20.0

14 神奈川県 33 11 33.3 38 愛媛県 8 1 12.5

15 新潟県 14 4 28.6 39 高知県 12 3 25.0

16 富山県 8 6 75.0 40 福岡県 31 4 12.9

17 石川県 10 2 20.0 41 佐賀県 8 4 50.0

18 福井県 9 6 66.7 42 長崎県 14 1 7.1

19 山梨県 9 3 33.3 43 熊本県 15 3 20.0

20 長野県 13 6 46.2 44 大分県 14 2 14.3

21 岐阜県 12 8 66.7 45 宮崎県 12 4 33.3

22 静岡県 23 5 21.7 46 鹿児島県 14 2 14.3

23 愛知県 35 13 37.1 47 沖縄県 13 0 0.0

24 三重県 17 8 47.1 463 134 28.9
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